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事業全体事業全体事業全体事業全体のののの概要概要概要概要

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの目標目標目標目標

平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

平成26年度平成26年度平成26年度平成26年度　　　　総合計画総合計画総合計画総合計画ロードマップロードマップロードマップロードマップ　　　　評価評価評価評価シートシートシートシート

・障がいのある児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、適切な対応を図ります。
・特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加配の増員（平成24年度３名、平成25年度６名、平成26年度9名）
・魅力ある学校づくりや初期対応を丁寧に行うことにより不登校の未然防止に努めます。また適応指導教室
の活用等により学校復帰の支援を行います。
・心のオアシス相談員の継続
・教職員が、いじめ事象の未然防止や、早期発見・対応のための時間を確保するため、いじめ対策支援員を
新たに配置（平成25年度～小、中12名）

＜総事業費見込 　－　千円　（内一般財源 －　千円）＞

学校教育の充実を図るための支援体制の整備
特別支援教育の充実と生徒指導の充実

１　豊かな人間性をはぐくむまち

・障がいのある児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細やかな指導を進め、学校教育の充実を
図るため、特別支援教育担当の割愛教員の配置や小学校における特別支援教育支援員の重点配置を行いま
す。
・不登校児童・生徒への支援を図るため、心のオアシス相談員の重点配置により、校内における支援体制を
充実させ、家庭・保護者との連携を密にします。
　また、いじめやいじめの疑いのある事象が多くなり、深刻な教育課題となっています。その解決には、教
職員が児童・生徒の理解と把握に努め、問題事象の早期発見により迅速に支援や指導を図ることが重要で
す。そのためにこれまで以上に教職員が子どもと向き合う時間を確保することが必要となるため平成25年度
からいじめ対策支援員を学校に配置（12名）します。

＜決算見込額 57,834千円　（内一般財源 57,662千円）＞

【特別支援教育の充実】
・特別支援教育推進協議会において多方面からの意見を聴取し、市内のシステムづくりに生かします。
・各種研修会を開催して、教職員の資質向上を目指します。
・巡回相談会、専門家チームの活用により幼児児童生徒の理解を充実させ、授業改善に生かします。
「個別の指導計画」の作成管理を推進し、「個別の教育支援計画」の導入を検討する。
・滋賀大学教育学部や大阪医科大学、滋賀県立小児保健医療センターなど関係機関と連携します。
【生徒指導の充実】
不登校児童・生徒への支援
・「個別指導記録シート」の試行・教育研究所「教師育成塾」での研修講座・心のオアシス相談員や学生支
援員等の活用
特別支援教育に関わる市内のシステム作り及び支援の充実特別支援教育に関わる市内のシステム作り及び支
援の充実
・教職員が、いじめ事象の未然防止や、早期発見・対応のための時間を確保するため、いじめ対策支援員を
新たに配置（平成25年度～小中1２名）
【教育相談の充実】
ふれあい教育相談センターでは、地域の多様なニーズや教育課題を把握し、教育現場の実態に即した効果的
な相談・指導を行なうため、教育相談・特別支援教育担当や関係機関等と連携し、教育相談の充実を図りま
す。又、緊急雇用創出事業における教育相談支援員を9名（各小･中学校1名）配置

基本事業番号基本事業番号基本事業番号基本事業番号

基本事業名基本事業名基本事業名基本事業名

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの基本目標基本目標基本目標基本目標

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの施策名施策名施策名施策名 ③学校教育の充実

＜事業期間 ： 　-　～　-　＞

担当所属 教育委員会 学校教育課・ふれあい教育相談センター

資料３
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平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度のののの実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)

平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

＜＜＜＜当初評価当初評価当初評価当初評価＞＞＞＞

事業目的事業目的事業目的事業目的についてについてについてについて

事業事業事業事業のののの目標目標目標目標、、、、取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて

そのそのそのその他他他他

【特別支援教育の充実】
・特別支援教育推進協議会を開催し、多方面からの意見を聴取し、市内のシステムづくりに生かします。
・各種研修会を開催して、教職員の資質向上を目指します。
・巡回相談員派遣事業、専門家チーム派遣事業の活用により幼児児童生徒の理解を充実させ、保育授業改善
に生かします。
・滋賀大学教育学部や滋賀県立小児保健医療センターリハビリ部などの関係機関と連携します。
【生徒指導の充実】
不登校児童・生徒への支援
・市内全体にSSW的視点を広め、効果的なケース会議を実施するためのベースシートとプログラムシートの
活用
・教育研究所「教師育成塾」での研修講座
・心のオアシス相談員や学生支援員等の活用
・いじめ事象の未然防止や、早期発見・対応のために新たに「学校いじめ防止基本方針」策定といじめ問題
対策会議の実施
・教育相談の充実

＜決算見込額 57,834千円　（内一般財源 57,662千円）＞

【特別支援教育の充実】
・５月と１０月に野洲市特別支援教育推進協議会を開催し、親の会、保護者会等から意見を聴取し、市内の
システムづくりに生かしました。
・各種研修会を開催して、教職員の資質向上に努めました。
・市内すべての学校、園に巡回相談員を定期的に派遣しました。また年３回、中学校と幼稚園、保育園に専
門家チームを派遣し、幼児・児童・生徒の障害特性の理解を充実させ、授業保育の改善に生かしました。
・滋賀大学教育学部と連携し、市内小学校１年生にひらがなチェックを悉皆実施し、読み書きに困難さを
持っている児童を早期に発見し、早期の取り組みにつなげました。
・滋賀県立小児保健医療センターリハビリ部と連携し、市内４幼稚園、保育園に作業療法士を派遣し、保育
の充実に努めました。
【生徒指導の充実】
不登校児童・生徒への支援
・「個別指導記録シート」の試行・教育研究所「教師育成塾」での研修講座・心のオアシス相談員や学生支
援員等の活用
特別支援教育に関わる市内のシステム作り及び支援の充実
・教職員が、いじめ事象の未然防止や、早期発見・対応のための時間を確保するため、いじめ対策支援員を
新たに配置（平成25年度～小中1２名）
・教育相談の充実
ふれあい教育相談センターでは、地域の多様なニーズや教育課題を把握し、教育現場の実態に即した効果的
な相談・指導を行なうため、教育相談・特別支援教育担当や関係機関等と連携し、教育相談の充実、又、緊
急雇用創出事業における教育相談支援員を9名（各小･中学校1名）配置

進捗度 4

・本市の取り組みのひとつである巡回相談員、専門家チームの派遣事業の成果はどの程度現場にフィード
バックされているのか。また、その成果は把握できているのか。
・「心のオアシス相談員」の人員が今年度から減少しているが、影響はどうか。
・「心のオアシス相談員」による成果の事例が紹介されているが、学校の状況や市の取り組みを市民は認知
しているか。
・「心のオアシス相談」の59％が不登校となっているが、その中身の分析、実態の把握が必要。国の基準を
超えて、野洲市独自の基準を設けて対応してはどうか。

・学校生活への適応できない「小１プロブレム」への対応は重要。「小１サポーター」など小学校１年生の
教育に支援するポイントを定めてはどうか。

内部評価 4

＜予算額　63,399千円　（内一般財源　63,227千円）＞

・支援やサポートは数ではなく質が重要。また、子どもの特性に合った教育など、子どもが出席したくなる
プログラムの提供も必要。
・支援員などのサポートにより少人数学級に近い環境を作ることで良い成果が出ている。支援員の投入は特
別支援教育のサポート手段として有効。支援は質が第一だが、状況に応じて数的対応も有効。
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29

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの概要概要概要概要

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの目標目標目標目標

平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度のののの実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)

平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

＜＜＜＜当初評価当初評価当初評価当初評価＞＞＞＞

事業目的事業目的事業目的事業目的についてについてについてについて

事業事業事業事業のののの目標目標目標目標、、、、取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて

平成26年度平成26年度平成26年度平成26年度　　　　総合計画総合計画総合計画総合計画ロードマップロードマップロードマップロードマップ　　　　評価評価評価評価シートシートシートシート

基本事業番号基本事業番号基本事業番号基本事業番号 担当所属 健康福祉部 社会福祉課

基本事業名基本事業名基本事業名基本事業名 災害時要援護者の把握と対象者情報の共有化

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの基本目標基本目標基本目標基本目標 ２　人とひとが支え合う安心なまち

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの施策名施策名施策名施策名 ⑥防火・防災対策の強化　

＜事業期間 ： 平成23年度　～　-　＞

・災害時において、要援護者が迅速かつ安全に避難できるよう、地域における住民相互の支え合いの精神を
活かしたしくみを構築し、必要な情報の共有化を図ります。

＜総事業費見込 　5,196千円　（内一般財源 788千円）＞

・災害時要援護者避難支援計画をもとに、市民や自治会等に対し取り組みの必要性を周知し、自治会長と民
生委員児童委員が連携し中心となって、対象者に要援護者登録と避難支援個別計画書の作成を呼び掛けてい
ただき、災害時に要援護者の避難支援ができるよう、行政関係、民生委員児童委員、自治会長、避難支援者
が必要な情報を共有します。

＜予算額 122千円　（内一般財源 122千円）＞

・引き続き災害時避難支援計画のもと、各自治会に対し、取組の説明等を行い順次、対象者に対する個別支
援計画の策定が整備できるよう継続して取り組みます。

＜決算見込額 103千円　（内一般財源 103千円）＞

進捗度 3 内部評価 4

･平成25年度に新たに取り組んでいる自治会は、近江富士第四区（９月に自治会員に周知）の１自治会であ
る。
･平成26年度から新たに取り組みを予定している自治会として､行畑自治会から申出があり、自治会長､自治
会役員及び担当民生委員に詳細の説明を行った結果､平成26年4月から取り組み開始することとなった｡
･台風18号時には、避難指示がされた日野川流域地区の住民に対し、要援護者名簿のチェックを行いながら
の避難支援及び避難所受付作業が実施できた。しかし、普通乗用車等で移動できない要援護者の移動手段の
確保などの課題が残る。

＜予算額　106千円　（内一般財源　106千円）＞

・野洲市が取り組んでいる現登録制度については、引き続き災害時避難支援計画のもと、各自治会に対し、
取組の説明等を行い順次、対象者に対する個別支援計画の策定が整備できるよう継続して取り組んでいきま
す。
・昨年の災害対策基本法の一部改正に伴い関係機関(消防､警察等)へ要援護者情報を提供することが定められ
たため、その進め方を検討していきます。

・この事業の実施を知らない市民が多い。市の事業としては市民に知られていないことは問題。事業の周
知、市民へのアピールなど市の事業の透明化が必要。
・災害時要援護者台帳の登録対象人数7,033人に対し、実際の登録者は105人と登録率が低いが、市ではど
う捉えているか。
・災害発生時の市の災害対応部署との連携はできているか。
・災害発生時を想定すると、自治会等と共有する情報のレベル(深さ)は現状で十分か。
・今後は昼間の災害での共働き世帯の子どもへの対応、原子力防災の観点での子どもへの対応も検討が必
要。
・環境の変化に敏感な障がいのある方などへの配慮も必要。

・「主役は誰か」の認識、地域や自治会による「共助」の認識が重要。主役は自治会であることを積極的に
呼びかけていくべき。
・自治会、消防、市が災害発生時に情報が共有できる共通の仕組みが必要。市は連携強化に向けたフレーム
づくりを進めるべき。
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そのそのそのその他他他他

・共助が円滑に機能するためには、普段の地域でのつながりが重要。地域と住民の関連を高める仕掛けづく
りが必要。
・新たな制度、取り組みには様々な壁がある。まずは自治会と民生委員児童委員の連携意識の向上が必要。
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36

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの概要概要概要概要

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの目標目標目標目標

平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度のののの実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)

平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

平成26年度平成26年度平成26年度平成26年度　　　　総合計画総合計画総合計画総合計画ロードマップロードマップロードマップロードマップ　　　　評価評価評価評価シートシートシートシート

基本事業番号基本事業番号基本事業番号基本事業番号 担当所属 環境経済部 商工観光課

基本事業名基本事業名基本事業名基本事業名 商工業振興指針具現化事業

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの基本目標基本目標基本目標基本目標 ３　地域を支える活力を生むまち

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの施策名施策名施策名施策名 ①商工業の振興

＜事業期間 ： 平成24年度　～　平成28年度　＞

・事業を進めていくうえでの重要性・必要性・緊急性など優先度を考慮し、課題の検証、調査・研究をしな
がら、具体的な１０事業をおおむね５年間で実行し、商工業の活性化・まちの賑わいづくりを進めます。ま
た、変化する社会情勢に対応するため、5年毎にこの指針を見直し、時代にあった事業を推進します。

＜総事業費見込 　－ 千円　（内一般財源  － 千円）＞

・事業者、市民、行政がそれぞれの役割を果たしながら協働連携する仕組みを作り、概ね5年間で実施する
10事業が継続性を持って実行され、まちの賑わいづくりがあたかも自然な風土と感じられるようになるこ
とを目標とします。

＜予算額　5,212 千円　（内一般財源  － 千円）＞

・振興指針10事業を3年～5年以内に軌道に乗せるために、関連する事業を大きく3グループに分け進めて
いく。この3グループは、商工業振興指針冊子8ページ事業を（地域資源でおもてなし発信：⑧→③、④、
⑥、⑨、⑩・Ａグループ）と（自然の魅力を活用：⑤→④、⑨・Ｂグループ）及び（ビジネスチャンスの発
掘：⑦→①、②、⑨・Ｃグループ）とし、特に平成２４年度に実施する「大人のまちあそび事業」を軸とし
たＡグループについて２５年度以降、継続的に着手していく。
　　①マッチング事業　②製品の常設展示　③三上山・びわ湖誘導事業　④湖魚商品の開発販売
　　⑤環境体験・マリンスポーツ　⑥農業体験　⑦経営改善　⑧伝統工芸や製品見学ツアー
　　⑨イベント提案による野洲への関心度アップ　⑩市内農産物メニュー
　また、実証事業として、特定日に人を集客して商工業者や消費者の反応を検証する事業を行う。具体的に
は、「大人のまちあそび事業」のノウハウを活かした進化形で、対象者は市民をはじめ市内企業等に働きに
来る従業員や希望が丘文化公園等への来園者等の来訪者とし昼夜営業している市内の商工業者の魅力を紹介
する「仮称 まちなかＹＡＳＵ バル Ｐlus　まちなか ぶらら 」を実施する。なお、当事業は緊急雇用特別創
出事業を活用して実施する。

＜決算見込額 5,212千円　（内一般財源 0 千円）＞

進捗度 4 内部評価 4

・指針10事業のＡグループ（地域資源でおもてなし発信）の事業として、時代に合った「食べ歩き・飲み
歩き」のグルメイベント『野洲まちバル』を、平日と休日の２日間実施した。
【実績】
 （１）実施日：11/21（木）、11/23（土・祝）
 （２）入込客数：約1,500人（二日間の合計）
 （３）参加店舗数：飲食店を主とする、45店舗。
 （４）主催者：「野洲まちバル」実行委員会
 （５）協同連携者：市内の企業・団体等
 （６）チケット販売実績：約716冊　2,189,900円　※1冊　…　チケット5枚つづり。

＜予算額　4,824千円　（内一般財源　0 千円）＞

・Ｈ24・25年度で実施した指針10事業のＡグループ（地域資源でおもてなし発信）の事業で得たノウハウ
や人脈を承継・サポートし、実施主体を市内の団体等（ボランティア観光ガイド協会や野洲市商工会など）
に移行して同事業を継続する。
それと同時に、Ｈ26・27年度はＢグループ（自然の魅力を活用）の事業を実施する。事業は、市内外の団
体等（ＮＰＯ法人家棟川流域観光船事務局、ボランティア観光ガイド協会、野洲市商工会、公社びわこビジ
ターズビューローなど）と連携して行う。
【指針10事業のうち核とする事業（概要）】
  ④「びわ湖の漁師料理」の普及や農商工連携で湖魚を使った商品の開発や販売を行い、その魅力を高め
る。
  ⑤びわ湖周辺の既存施設で、環境体験やマリンスポーツを体験できるようにし、にぎわいを創出する。
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＜＜＜＜当初評価当初評価当初評価当初評価＞＞＞＞

事業目的事業目的事業目的事業目的についてについてについてについて

事業事業事業事業のののの目標目標目標目標、、、、取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて

そのそのそのその他他他他

・それぞれの事業は良い取り組みだが、市民の認知度が低い。市内、市外への積極的な周知が必要。
・商工のイベントでは市が情報を発信し、地域が動く形態が望ましい。「バル」も期間の拡大やシリーズ化
による継続実施が望ましい。
・「バル」は利用期間が限定される。期間に制限されない取り組み(ランチパスポートなど)検討も必要。

・事業計画当初にＳＷＯＴ分析を行っているが、次のステップを有効なものとするためには、事業開始後も
この分析に対する時点修正など継続した評価が必要。

・市内商工業の振興、地域活性化の事業には継続性のある取り組み、長期的な視点が必要。
・取り組みが地場産業にフォーカスされているが、もっとグローバルな広い視点での取り組みが必要。元気
な野洲市にするため、企業誘致も含んだ市の将来的な商工業の方向性や地域との融合、21世紀型の新しい
野洲市の地場産業育成の取り組みも検討が必要。
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